






























級担任が見上げた時、上司｛？）である学年担任も教頭も校長も、それぞれが自己の同じ ca re e rの
軌跡、をふむ教員であり教育専門家としての技能も経験も深い場合が寸交である。したがって、あ





























































う形で、構成員全体の財産となるべきであるO すなわち、ある任務忙、ある教師が着くと γ うこ
とは、全構成員の判断によるものであって、そのポストは、もし必要がなくなった時比は、 νつ
でも解消すると γ う性J員を持ってL、ないと、児童生徒の実情は活動的比対応して行けないであろ
う。したがって、どのポスト叱も組織ょの必然性がなければならないが、逆K言って、それ以上の
あるものが中心になヮてはならない。つまりポストと、何ら告の身分よ報酬上の差別とが絶対に結びつ
いてはならなL、。教育活動上、必要であると Lヴ理由以外の動機や目的で、ポストやそれ陀着く
教師が決められると、教師集団の自律性は崩壊するであろう。
自律性の原理の上陀立って教師集団の組織を構成するとなると、それは、全体による全体の委
任、つまり、金構成員が相互叱役割分担を決定：L，.しかもそれを毘定化せず、廻し持ち托する以
外V乙はなL、。厳密児言えば、校長を含めて、一切の永続的役職はあってはならず、すべてが持ち
廻り委員κよって運営されなければならないのである。もしも全体を統卒して命令指示を下す職
務としての校長職の設置が学校運営の内部からの必要として一向κ認められたら、その時は、最
も適当な能力を持つ教師を校長陀選び、これ托必要な権能を必要期間だけ付与すればよL、。すな
わち、命令権の発生諒が、集団成員の合意陀あるというのが、自律的組織の持つ命令機構の特色
なのである。
3. 他律的組織体としての学校
もし学校経営が、現実陀存在する児童生徒への対応という具体的事実から出発して、その組織
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原理を決定しようとするならば、それは弾力性の強い自律性を基調とするものでなければならな
¥, 、。しかし、学校経営問士、他国、教師菜団の意志とは別館の場で働く組織原理ーがある。 それ
は、教育が地域住民の兵体的な個人のためのものであると同時花、国民全体のものであにした
がって教育組紋ないし教育制度というものが、全国的規模で完全な整合性を持たねばならないこ
とから生じるものである。義務教育が国家および地方公共団体の責任において遂行される与は、
その財政的負担は当然国家ないし地方自治体が負うこと陀なる。このゆえ陀、学校教育児要する
費用は公共団体の年間予算の中に言T上され、それが最終的には各学校比配分されるaまずこ教師に：俸
給も、そこから3乙給されるので．教師の身分も国家ないし地Jjラミ校長となって」必。 こうして国および地方
公共団体と教師と心簡にrn用被雇用の関係が成立しており、教師の任命配置の権限は庭用者であ
る国および地方公共団体が挙怒している形となってL、る。つまり、教師j集団には教育現場の要求に従っ
て自分遂の成長を自 f}lfi~Hて選ぶということができなL、すなわち教師集団の成長お成という最も基本的
なところからすで陀、教師集団は他律的なのである。また国民に対する教育の平等を守る立場か
ら、教育制度の全国的整合l生が要求され、したがって、その末端のJ手位である学校の組織も一大
綿花おνて向型を保つ必要がある。さもないと各学佼間の均質性が矢なわれ、上級学校との連続
絶が保ちまJtくなってしまう。こうして、財政人事上の必然と、留民の教育機会の均等の袋求とを
最大の根拠として、学校経営の他律性原理が存在するのである。
この原理l々 ：従って、教師集団を組織するならば、まず標準的学校経営機構のタイプが設定され、
多少の地域的修正はある忙しても、どの学校もほぼ向型とならざるを得なL、。なぜならば、教師
の身分が公務員とνう一つの客観的なものであり、そのよ、公教育が基本的托普遍的なものであ
る以上、各学校関の各職務の間児、等価性が存在しなければならなL、からである。さもなL、と、
一方では教師の身分的待i昆が不公平となり、他方で，t土教育の普遥的水準の維－持訪巧之司－能となるO
とれを万！Jの方向から言えば、各学校関陀組織上の相違がなければ、教師の手向壬配置がえが容易と
なり、教師集団の質が均等比保ち易ν。
このような組織原理陀よって教師集団の構造を決定していけば、必然的κその構造は役割問定
的なもの児ならざるを得なL、。一つの役職がどの学；授においても身分的花等何倍でなければ、各
学校関の組織的向型性は保ちえない。また教師の転任の際の、身分保証の根拠がなくなるO つま
り、この組織原理は身分制を支えにしてはじめて成立して来ると L、う性格を内包しており、その
身分の客観的証左としでの報酬告!Jと結合してγ るO
この原理が完全陀突行に移つされ、教師集団が構築されると、各職務は任命制となり、教師の
職務遂行の心理は上方指向的となり、俗にいわれている「ひらめ教師J（！；＿ 大ー量生産－vc拍車をかけ
ること陀なるO ここ陀身分、報酬、地位を得るための業績としての教戦観が生じて来る。そして、
現行の校長、教頭およひ’主任管理職制度は、端的にこの理論的必然と現実との一致を示している
のである。
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4. 「iヨ律性志向J対「他律性志向Ji却における緊張
上述のように学校経営組織としての教師集団の構造には、原理的κ言って、自律性と他律性
が内在するo そして、この二つの相反する性格は必ずしも組織内でそれぞれの役割を果たしつつ
平和的に共存すると言うものではなく、言うなれば常に緊張関係を保ちつつ均衡をとっている。
すなわち、一方が弱くなれば他方が強力κなるという関係が成立してレるのであるo 具体的κ述
べると、例えば、校長と L、う職務をとって見ると、この職務は、教師集団の意志決定の権威を、
専門的技能陀おいて優れた集団代表者陀委託するとL、う形で、内側から発生した位置であると解
釈することもできるo つまり、命令の発生源が教師集団内部にある場合で、自分たちの集団の作
莱を児童生徒という具体的事実に郎して自発的に高めて行く陀は、校長と L、う職務はそのように
解せざるをえなL、。！かし、一方では校長は、他の教師たちより「身分Jが高く、その身分が管
理職手当と L、う給与格差陀よって権威づけられており、配下の教師の勤務評定権をも掌握してい
るとなると、佼長の下す判断は、その内容的な高さとは別の要素、つまり身分的秩序世界の持つ
価値観から生じる持戒を持つこと陀なる。校長がもしよりよγ 評価を雇用者から得ることを表向
Lた場合は、雇用者の持つ価値観κ合わせて学校経営を行なおうとするであろう。その可能性は
他律原理から生じて来る。つまり、校長職の内部托も組織原理の自律性と他律性とが浸透してい
るのであって、校長は、多かれ少なかれ自律性に従ぃ、多かれ少なかれ他律的K行動せざるを得
なγ のだが、その何れに自己の真の価値観を据えるか陀つνては、まったくのところ自律・他律
南原理の緊張関係が客観的陀、また校長自身の主観において、どのよう陀バランメを保っている
か陀かかってνる。また、教科内容を決定してレくと L、う優れて「専門職性Jの強L、作業陀おレ
ても、公共の教育の場と L、う普通性の原理（他律）と、具体的な生徒との実情との対応、という個
別性の原理（自律）とが常児緊張関係を保ってしる。普遍性の原理から言うならば、たとえば農
村の中学校を卒業した子どもも、都会の高等学校を受験し得る力を持っていなければならなL、o
t，かし、社会科におνて都市の地下鉄の駅の名称を農村の子ども達児教えこむことに教育的な意
味があるかどうかは、必ずしも議論の余地なしとしなL、。これを認定するのが誰でなければなら
なL、かは、決i，て自明のことではなく、これも自律他律の緊張関係の均；衡の上に決まって来るの
である。
この緊張関係は教師集団成員の専門家と［，ての意識と実力と:i!'r-.方氏、国家、地方公共団体の持つ
国民教育均質化の意志を他方陀、一方が弱まれば他方が強化されると Lヴ形での均衡を保ち、そ
れぞれが自らの原理の整合性を志向しつつ共存しているのである。したがって、完全死一方が他
方を圧殺してしまったとしても、綜体としての「教育組織jは、そのまま依然として残置するの
である。ここに政治が介入してくる嬰図がある。政治的な操作工学は、それが体詰¥j搾設的であろ
うと、反対制的であろうと、自制性と他f羽生のj問に摺れ動く教師およびその集団を、それぞれの勢力に
組み入れることを常に試みる。教育の場をみずからの政治的企図の場tてひき込む方が、未来と自己と
を合体きせるのにつながろものであることはffi~史的事実が在同し、反体制側は較的の自律性を強
制しつつ公教育体制における官僚的組救｛.：~を攻工芸することをあえて計み、教師の勤務条件改蓄を探
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携しながら、ともすれば無責任な平均的教師を生み出すのに加担する恐れて「ら見られる口与党体
制側は政治的支配力構築κ他律性を強化することにより上万指向的階層を強化して、教師が報酬も
身分、地位の獲得の保障K横揺的誘意；性を持つ傾向を強めて行く。すなわち、説在の学校経営上
のコンフリクトは、決して「専門職JirJ対「富僚者UJのコンブリクトというようなものではなく、
自律性と他律性の涼主主的矛j青に政治的操作工学がー勺の5!力な契機としてはたらきかけて来るこ
とにその大きな原因が存在するのである。
5. 緊張解消の課題
それでは、如何忙してこの緊張を解消すればよL、かとνう問題が、結局は学校経営組織論の自
擦なL、し課題とならざるを得ないであろう。それはよ述l.てきたととからも明らかなよう陀、自
律原理とを調和l，てここに、教育の本質と矛盾しない運営方式を生み出して行くより外陀道はな
い。紙面の関係で結論を急ぐならば、それは、教育組織の中から、 f身分告IJを解消することじ
［報酬Jのきめ方を高踏ま原理から切り離すこと以外にないと思われるo もし雇用者側が f管理職
手当1を出すとし、うならば、それはそれ自体でよ～、。｛かしそのため児教師内部陀上方指向的意
識が強化されるし児童生徒を教育すると Lヴ教師の第一義から教師の自がそらされて i，まう。
被教育者陀密着して学校経営を行う陀は、教師集団は均質体でなければならない。管理職があっ
て、しかも均質であるとしヴ矛盾の統一は、管理職が特定の偶人陀回定しないよう陀することに
よって可能陀なるO 例えば、校長職をはじめとするすべての管理職を持ち廻わり詰ljなし、しは職員
会議の決議陀よる f委任制j とすれば、職場は内発的意志陀よってのみ行動方針の決定される
高度に自律的な組織となり、しかも管理職の存在によって、外界との接触は保持される。もし教
邸集団陀十分な教育的実力があるならば、そlて教師の一人一人托「身分jよりも「人間の生へ
の寄与jを尊重する自覚があるならば、また同碍に、 f地位jを求めなくても十分托生活を維持
して行けるだけの｝怪奇斉的な保証があるならば、自律性と他律性の平和的な均衡が可能となるので
あって、この均衡が保たれている以上、小毛な政治的闘争の場任教育界が利用されることがなく
なるであろう。これは、国民托とって、又何よりも教育界にとっても、最も望まし γ ことではな
かろうか。
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